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（仮称）有明海沿岸地域振興会議の設立について  

  ～沿岸地域自治体の連携による更なる地域活性化を目指して～ 

  

１．設立趣旨 

有明海の沿岸地域は、九州佐賀国際空港の開港をはじめ、重要港湾である熊本港や三池

港の整備、有明海沿岸道路や三角大矢野道路、島原道路などの地域高規格道路の開通が進

むなど、広域的な交通ネットワークが形成され、有明海沿岸地域の人流や物流の更なる活

発化が期待されています。  

こうしたことを踏まえ、有明海沿岸地域全体の魅力を高め、定住・交流・関係人口を増

やし、その豊富な人材によって、地域の様々な産業が成長し、地域全体が持続的に発展し

ていくといった好循環につなげていくことを目的とし、有明海沿岸地域自治体における広

域連携に向け、「（仮称）有明海沿岸地域振興会議」を設立します。 

※別紙設立趣意書をご参照ください。 

 

２．参画予定自治体 26市町 

（福岡県）大牟田市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、みやま市 

（佐賀県）佐賀市、鹿島市、小城市、嬉野市、神埼市、大町町、江北町、 

白石町、太良町 

（長崎県）島原市、諫早市、雲仙市、南島原市 

（熊本県）荒尾市、玉名市、上天草市、天草市、南関町、長洲町、 

苓北町 

※下線は発起人自治体 

 

３．設立総会 

日時；令和６年８月２日（金）16時 00分から 17時 00分まで 

場所；大牟田市総合体育館「おおむたアリーナ」 

   （福岡県大牟田市宝坂町２丁目９２番地） 

 

 

 

 

 

 

 

担当：島原市政策企画課 政策振興班 

担当 隈部 

電話：直通 0957-62-8012 

E-mail：seisaku@city.shimabara.lg.jp 

未来へつなぐ島原らしさ 暮らし続けたい、訪れてみたい、魅力あふれるまち 

島原守護神 しまばらん 



 

（仮称）有明海沿岸地域振興会議 設立趣意書 
 

 

我が国の総人口は、今後、減少することが見込まれており、特に、地方圏においては、地域

経済の低迷や地域活力の低下などが懸念されている。 

そうした中、隣接する自治体等が互いに連携・協力することにより、一つの自治体にとどま

らず、地域全体としてポテンシャルを最大限に発揮し、活力と魅力あふれる地域を形成してい

くことが求められている。 

豊かな自然に恵まれ、風光明媚な豊穣の海として全国に名を知られる有明海の沿岸地域は、

九州佐賀国際空港の開港をはじめ、重要港湾である熊本港や三池港の整備、有明海沿岸道路や

三角大矢野道路、島原道路などの地域高規格道路の開通が進むなど、広域的な交通ネットワー

クが形成され、有明海沿岸地域の人流や物流の更なる活発化が期待されている。 

商工会議所や商工会においては、昭和 29 年に九州中部商工連合会が設立され、観光交流の

促進や広域道路網の整備促進など、広域連携による取組みが進められている。 

一方で、有明海沿岸地域は４つの県にまたがることもあり、沿岸全域を対象とした自治体の

連携による地域活性化に向けた取組みは、これまで行われていない状況にある。 

そこで、有明海沿岸地域の行政、経済界が共に手を携え、広域連携による地域活性化を一緒

になって進めていくことが重要であり、これまで令和４年度、５年度と２回にわたり、当該地

域のポテンシャルや今後の発展可能性を共に学び、再認識するため、「有明海沿岸地域振興フ

ォーラム」を開催してきた。 

今後も、有明海沿岸地域全体の魅力を高め、定住・交流・関係人口を増やし、その豊富な人

材によって、地域の様々な産業が成長し、地域全体が持続的に発展していくといった好循環に

つなげていくことを目的とし、有明海沿岸自治体における広域連携に向け、「有明海沿岸地域

振興会議」を設立することとする。 

 

 

（仮称）有明海沿岸地域振興会議 設立発起人 

大牟田市長 関 好孝 

大川市長 倉重 良一 

みやま市長 松嶋 盛人 

柳川市長 金子 健次 

鹿島市長 松尾 勝利 

島原市長 古川 隆三郎 

荒尾市長 浅田 敏彦 

 

別 紙 


